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第1章 計画の策定について 

背景 

（１）世界の動向 

産業革命以降、急速な社会経済の発展により、二酸化炭素をはじめとした温室効果ガスが

大気中に大量排出されるようになりました。この温室効果ガスによって、地球全体の平均気

温が急激に上昇する地球温暖化を引き起こしています。豪雨、猛暑をはじめとしたそれぞれ

の気象災害と地球温暖化との関係性を明らかにすることは容易ではないものの、地球温暖

化が進行することで、これらのリスクが更に高まることが予想されています。 

地球規模の課題となっている地球温暖化問題の解決に向け、平成 27 年（2015 年）に開催

された「国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議」（COP21）では「パリ協定」が採択され

ました。「パリ協定」では、世界各国の長期的な共通目標として、世界的な平均気温上昇を

産業革命前に比べて 2℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求することが

掲げられました。また同時に、今世紀後半に温室効果ガスの人為的な発生源による排出量と

吸収源による除去量との間の均衡を達成すること等を合意し、世界 120 以上の国・地域が

「2050 年カーボンニュートラル」という目標を掲げています。 

また、同年 9 月に国連サミットで採択された、「持続可能な開発のための 2030 アジェン

ダ」においても、17 のゴールと 169 のターゲットからなる持続可能な開発目標（SDGs：

Sustainable Development Goals）が掲げられ、気候変動に対する取組をはじめ環境・経済・

社会に関わる課題解決に統合的に取り組むこととしています。 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が令和 5 年（2023 年）3 月に公表した「第 6 次評

価報告書統合報告書」では、継続的な温室効果ガスの排出は更なる地球温暖化をもたらし、

短期のうちに 1.5℃に達するとの厳しい見通しを示しています。今後 10 年間に行う選択や

実施する対策は、現在から数千年先まで影響を持つとも記載されており、今すぐ地球温暖化

対策を行う必要性を訴えています。 

 

図 1-1 世界平均気温の変化 
資料：環境省ホームページ 
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（２）国内の動向 

令和 2 年（2020 年）10 月、国は令和 32 年（2050 年）までに温室効果ガス排出量を全体

としてゼロにすることを表明し、翌年「地球温暖化対策計画」を改定しました。その中で、

令和 12 年度（2030 年度）の温室効果ガス排出量を平成 25 年度（2013 年度）比で 46％削減

し、50％の高みに向け挑戦を続ける姿勢が示されています。令和 5 年（2023 年）に環境省

が公表した「令和 5 年版環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書」では、令和 32 年（2050

年）の温室効果ガス排出量実質ゼロ（カーボンニュートラル）と令和 12 年度（2030 年度）

温室効果ガス 46％削減目標の実現は、決して容易なものではなく、令和 12 年（2030 年）ま

での期間を「勝負の 10 年」と位置づけ、すべての社会経済活動において脱炭素を主要課題

の一つとして、持続可能な社会経済システムへの転換を進めることが不可欠とされていま

す。 

このような取組の中で、地方自治体でも「ゼロカーボンシティ宣言」を表明する動きがあ

り、令和 5 年（2023 年）12 月 28 日時点で 1013 の地方自治体が令和 32 年（2050 年）まで

に二酸化炭素排出実質ゼロにすることを表明しています。 

また、埼玉県は平成 30 年（2018 年）に埼玉県気候変動適応センターを設置し、県内の気

象データや影響情報等を収集・整理するとともに、さまざまな手段を通じて情報提供してい

るところです。 

 
図 1-2 カーボンニュートラルのイメージ 

資料：環境省ホームページ 

目的 

本市は、地球温暖化の影響とされる甚大な自然災害への抜本的な対策が求められる中、持

続可能な環境にやさしいまちづくりを更に推進するため、令和 3 年（2021 年）5 月に「本庄

市ゼロカーボンシティ宣言」を行い、令和 32 年（2050 年）までに二酸化炭素排出量を実質

ゼロにすることを目指しています。 

この宣言の趣旨である、豊かな自然環境を次世代に引き継ぐために SDGs を達成し、ゼロ

カーボンシティを実現するためには、現在の市域における温室効果ガス排出量削減目標及

び地域の特性を活かした再生可能エネルギーの導入目標を設定し、目標達成のための省エ

ネ・創エネの施策に関する事項を定めた計画を策定することが必要です。そのため、「地球

温暖化対策の推進に関する法律」（以下、「温対法」という）に基づく「地球温暖化対策実行

計画（区域施策編）」（以下、「本計画」という）を策定し、ゼロカーボンシティの実現に努

めるものです。 
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図 1-3 本庄市ゼロカーボンシティ宣言 
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本計画と SDGs の関係 

SDGs は、Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）を意味しており、誰一

人取り残さない持続可能でより良い社会の実現を目指す世界共通の目標です。 

17 のゴールのうち、12のゴールが本計画における取組内容と関連が深く、アジェンダの実

施に向けて、気候変動対策や自然環境保全、循環型社会形成の取組等が重要となっています。 

 

図 1-4 本計画における取組内容と関連が深い SDGs のゴール 
資料：外務省ホームページ 

 ゴール 1  
あらゆる場所あらゆる形態の貧困を終わ
らせる 

 

 ゴール 2  
飢餓を終わらせ、⾷料安全保障及び栄
養の改善を実現し、持続可能な農業を
促進する  

 ゴール３  
あらゆる年齢のすべての⼈々の健康的な
⽣活を確保し、福祉を促進する 

 

 ゴール４  
すべての⼈に包摂的かつ公正な質の⾼
い教育を確保し、⽣涯学習の機会を促
進する  

 ゴール 5  
ジェンダー平等を達成し、すべての⼥性
及び⼥児のエンパワーメントを⾏う 

 

 ゴール６  
すべての⼈々の⽔と衛⽣の利⽤可能性
と持続可能な管理を確保する 

 

 ゴール７  
すべての⼈々の、安価かつ信頼できる持
続可能な近代的なエネルギーへのアクセ
スを確保する  

 ゴール８  
包摂的かつ持続可能な経済成⻑及び
すべての⼈々の完全かつ⽣産的な雇⽤
と働きがいのある⼈間らしい雇⽤（ディ
ーセント・ワーク）を促進する 

 

 ゴール９  
強靱（レジリエント）なインフラ構築、包
摂的かつ持続可能な産業化の促進及
びイノベーションの推進を図る  

 ゴール 10  
国内及び各国家間の不平等を是正す
る 

 

 ゴール 11  
包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）
で持続可能な都市及び⼈間居住を実
現する  

 ゴール 12  
持続可能な消費⽣産形態を確保する 

 

 ゴール 13  
気候変動及びその影響を軽減するため
の緊急対策を講じる 

 

 ゴール 14  
持続可能な開発のために、海洋・海洋
資源を保全し、持続可能な形で利⽤す
る  

 ゴール 15  
陸域⽣態系の保護、回復、持続可能
な利⽤の推進、持続可能な森林の経
営、砂漠化への対処ならびに⼟地の劣
化の阻⽌・回復及び⽣物多様性の損
失を阻⽌する 

 

 ゴール 16  
持続可能な開発のための平和で包摂
的な社会を促進し、すべての⼈々に司
法へのアクセスを提供し、あらゆるレベル
において効果的で説明責任のある包摂
的な制度を構築する 

 

 ゴール 17  
持続可能な開発のための実施⼿段を強
化し、グローバル・パートナーシップを活性
化する  

 

本計画における取組内容と関連が深い 

SDGs のゴール 
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計画の位置づけ 

本計画は、温対法第 21 条に基づく計画です。また、「本庄市環境基本計画」における「地

球環境」に基づく地球温暖化対策に関する計画としても位置づけます。さらに「本庄市一般

廃棄物処理基本計画」「本庄市緑の基本計画」等の関連する計画との連携を図ります。 

本計画では、「本庄市ゼロカーボンシティ宣言」で表明した、令和 32 年（2050 年）まで

に二酸化炭素排出量実質ゼロの達成に向けた取組を掲載します。 

 

図 1-5 本計画の位置づけのイメージ 
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計画の基本的事項 

（１）計画の対象範囲 

本計画が対象とする区域は、市内全域とし、市民、事業者、市の温室効果ガス排出及び削

減に関するすべての活動を対象とします。 

 

（２）計画の期間 

国や「本庄市ゼロカーボンシティ宣言」は、長期的な期間として令和 32 年（2050 年）を

見据えていますが、国は令和 12 年度（2030 年度）時点の温室効果ガス排出量を平成 25 年

度（2013 年度）比で 46％削減し、さらに 50％の高みに向け挑戦を続けるという、中期的な

期間の目標を設定しています。 

本計画の計画期間は、国の中期的な計画期間を参考としつつ、十分な取組期間が確保でき

る令和 6 年度（2024 年度）から令和 15 年度（2033 年度）までの 10 年間とします。 

なお、計画期間中における国の動向や社会情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて見直しを

行うものとします。 

 

（３）対象とする温室効果ガスの種類 

本計画で扱う温室効果ガスは、温対法第 2 条第 3 項で規定されている 7 種類のガスのう

ち二酸化炭素、メタン及び一酸化二窒素について、排出量推計や削減目標設定を行います。 

その他のガスについては、排出量推計や削減目標設定に必要な統計資料に制約があるこ

とから、対象外とします。 

なお、温室効果ガスの総排出量を算定する場合は、温室効果ガスごとに地球温暖化係数を

乗じて、同程度の効果を及ぼす二酸化炭素の量に換算した値を用います。また、二酸化炭素

の量を表す単位として「t-CO2」を用います。「t-CO2」は重量の単位で「トン CO2」と読み、

二酸化炭素 1 トンを意味しています。t-CO2（二酸化炭素 1 トン）は、体積で考えると 25m

プール（約 500m3）と同じくらいの大きさです。 
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表 1-1 対象とする温室効果ガス 

温室効果ガスの種類 主な排出活動 

二酸化炭素 

（CO2） 

エネルギー起源 
燃料の使用、他人から供給された電気の使用、他人

から供給された熱の使用 

非エネルギー起源 工業プロセス、廃棄物の焼却、廃棄物の原燃料使用等 

メタン（CH4） 

工業プロセス、炉における燃料の燃焼、自動車の走

行、耕作、家畜の飼育及び排せつ物、農業廃棄物の

焼却、廃棄物の焼却、廃棄物の原燃料使用等、廃棄

物の埋立処分、排水処理 

一酸化二窒素（N2O） 

工業プロセス、炉における燃料の燃焼、自動車の走

行、耕地における肥料の使用、家畜の飼育及び排せ

つ物、農業廃棄物の焼却、廃棄物の焼却、廃棄物の

原燃料使用等、排水処理 

ハイドロフルオロカーボン類（HFCs） 

クロロジフルオロメタンまたは HFCs の製造、冷凍

空気調和機器、プラスチック、噴霧器及び半導体素

子等の製造、溶剤等としての HFCs の使用 

パーフルオロカーボン類（PFCs） 
アルミニウムの製造、PFCs の製造、半導体素子等の

製造、溶剤等としての PFCs の使用 

六ふっ化硫黄（SF6） 

マグネシウム合金の鋳造、SF6 の製造、電気機械器

具や半導体素子等の製造、変圧器等の電気機械器具

の使用・点検 

三ふっ化窒素（NF3） NF3の製造、半導体素子等の製造 

資料：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）」（令和 5年 3月）を基に作成 

 

（４）対象とする排出部門 

本計画では、温室効果ガスを排出元の特性に応じて、主に次の 5部門に分けて整理します。 

表 1-2 温室効果ガスの排出部門 

部門名 主な排出元 

産業部門 製造業、農林水産業、鉱業、建設業におけるエネルギー消費に伴う排出 

家庭部門 家庭におけるエネルギー消費に伴う排出 

業務その他部門 
事務所・ビル、商業・サービス施設のほか、他のいずれの部門にも帰属

しないエネルギー消費に伴う排出 

運輸部門 
自家用自動車を含む自動車、船舶、鉄道におけるエネルギー消費に伴う

排出 

廃棄物部門 
廃棄物の焼却に伴い発生する排出、廃棄物の埋立処分に伴い発生する排

出、排水処理に伴い発生する排出等 

 

 

  




